
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 2年度当初予算令和02 通常 令和02 02 28
0303020508 新時代を勝ち抜く攻めの農林水産戦略

02 複合型生産構造への転換の加速化若い担い手の和牛力向上支援事業
秋田牛や比内地鶏など秋田ブランドによる畜産振興05

農林水産部 畜産振興課 生産振興班 8601807 畠山英男 藤田歩

令和02 令和99

　肉用牛の飼養戸数は、高齢化などにより減少傾向が続いているものの、飼養頭数は、若い担い手に 　規模拡大に意欲的に取り組む若い担い手に対し、経営開始後の飼養管理技術や経営管理を集中支援
よる規模拡大が進展していることなどにより、平成２７年以降増加に転じている。こうした増頭の流 することにより、早期に経営が安定するほか、畜産体験研修の開催を通じ、農業高校生等の新規就農
れを確かなものとするため、規模拡大後の若い担い手等の早期の経営安定を支援する取組が重要であ 者が増加する。また、繁殖成績が優れている秋田のオリジナル系統「ふくはな５」の増頭が推進され
る。 、本県肉用牛の生産基盤が強化されている。

● ○

秋田県、公益社団法人秋田県農業公社

若手肉用牛生産農家、農業高校生

■ □ R01 07

・若い担い手へ分娩間隔の短縮や子牛の損耗防止等について重点指導��・「あきた牛飼い塾」開催等
□ □ ■ □ による若い担い手のスキルアップ��・担い手の裾野拡大に向けた未就農者の体験研修��・繁殖能力の

□ 高い「ふくはな５」系統の雌牛の受精卵を増産し、若い担い手等へ供給

・若い担い手等を中心に規模拡大が進む中、飼養管理に不安を持つ者が増えており、早期の経営安定
に向け、技術面及び経営面の指導が必要��・分娩間隔が短く繁殖能力の優れる雌牛の系統が、県内に

　担い手等に「ふくはな５」系統の能力やメリットを伝え、自主的な保留や導入を促すが、民間の取組強化だけでは増頭に存在することが判明し、その系統を活用し生産性の向上を図るべき��・肉用牛生産を担う新規就農者
年数を要する。一方で、県が実施する受精卵移植技術を活用した取組により増頭を加速化できることから本事業は有効であを確保していくため、体験研修を実施するべき
る。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

若い担い手のフォローアップ事業 若い担い手の早期の経営安定を図るため、分娩間隔の短縮や子牛の損耗防止等について重
01 点指導するほか、担い手の裾野拡大に向けた未就農者の体験研修を実施する。       2,216       1,226       1,226       1,226      1,226       1,226             0

秋田のオリジナル系統の普及拡大事業 繁殖能力の高い「ふくはな５」系統の雌牛の受精卵を増産し、若い担い手等への供給を通
02

じ生産性の向上を図る。       7,394       7,394       7,394      7,394       7,394       7,394             0

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

            0      9,610       8,620       8,620       8,620      8,620      8,620

            0          0           0          0           0           0           0

            0          0           0           0           0           0          0

            0繰入金：農林漁業振興臨時対策基金       9,610       8,620           0           0          0          0

          0       8,620       8,620       8,620       8,620             0          0



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

　本事業により若い担い手のフォローアップ及び繁殖能力の高い「ふくはな５」系統雌牛

の増頭により生産性の向上を図ることで、本県肉用子牛の生産基盤が強化される。

子牛の事故率（％）

●子牛の事故率＝（子牛の事故頭数÷子牛の生産頭数）×１００（％）

○

30 0 1 02 03 0 4 0 5 0 6
       4.6       4.4       4.2         4        3.8          3.5                    

       4.8          

                    ＮＯＳＡＩ秋田「家畜共済事業実績書」

                    

○ ● ○0 6

黒毛和種繁殖雌牛の分娩間隔（日）

●分娩間隔日数の平均値

○

0 33 0 0 1 0 2 0 4 0 5 0 6
        407.0                           411     410.5       410       409       408

     411.8          

                    公益社団法人全国和牛登録協会実績報告

     408.2          

○ ● 0 7 ○

　規模拡大に取り組む若い担い手が増加し、早期の経営安定が喫緊の課題となっており、
中でも、多頭化が進み、より適切な繁殖管理が重要となっている。このため、関係団体等
による技術指導に加え、繁殖能力の高い「ふくはな５」系統の雌牛を導入することにより
、早期の経営安定を図る必要がある。

　ＪＡ秋田おばこ畜産青年部未来を語る会で、飼養管理や衛生管理に係る重点指導の要望
が挙がったほか、若い担い手のリーダーである畜産農家から、肉用牛の新規就農者を確保
していくため、体験研修を実施するべきという提言があるなど、若い担い手の早期の経営
安定と担い手の裾野拡大に早急に取り組む必要がある。

■□ □
□

　経営に直結する人工授精の成否は、担い手の繁殖技術レベルの他、牛の栄養状態、環境
等が影響するため、総合的に勘案し指導できるのは予防衛生指導を行う家保（県）である
。また、家畜改良増殖法では、「県が家畜の改良増殖を主体的に実施すること」とあり、
受精卵移植技術を利用した増頭の取組は正に県が実施すべきものである。

○ ○


